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 契約内容のご案内追補版 

 
あんしん住宅瑕疵保険 契約内容のご案内追補版 

特約の概要について 

この「あんしん住宅瑕疵保険 契約内容のご案内追補版」は、弊社の住宅瑕疵担保責任保険契約および住宅瑕疵担保責任任意保

険契約（「あんしん住宅瑕疵保険」）に付帯する特約およびその内容をご理解いただくために、特に重要な事項を説明したもので

す。あんしん住宅瑕疵保険に特約が付帯される場合は、必ずご一読のうえ、内容をご確認いただき大切に保管くださいますようお

願いいたします。なお、本書面は、特約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細につきましては、特約を

十分ご覧いただくことを併せてお願いいたします。ご不明な点については、取次店または弊社までお問い合わせください。 

 

この特約は、不同沈下事故について、上乗せ保険金をお支払いする特約で、保険契約者の希望により任意に付帯することがで

きます。 

特約を付帯することが可能な住宅は、戸建住宅または共同住宅で地階を含む階数が3以下かつ延床面積が500㎡未満のもので

あって、鉄筋コンクリート造または重量鉄骨造でない住宅に限ります。 

※共同住宅は全戸付保する必要があります。 
 

 

（１）上乗せ保険金をお支払いする場合 

●この特約が付帯された保険契約において、上乗せ保険金をお支払いする場合は次のとおりです。詳細は、普通保険約款および

「不同沈下上乗せ特約」をご参照ください。 

①普通保険約款により保険金のお支払対象となる事故のうち、基礎または基礎ぐいの瑕疵に起因して保険対象住宅に不同沈

下（保険対象住宅の不均一な沈下をいいます。以下同様とします。）が発生した場合（以下「不同沈下事故」といいま

す。）に、住宅事業者が住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負担することによって被る損害について上乗せ保険金をお支

払いします。 

②保険対象住宅に不同沈下事故が発生した場合において、住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵

担保責任を履行しない場合は、弊社は、住宅事業者が瑕疵担保責任を負担すべきであった損害の範囲内で、住宅取得者に

対して直接上乗せ保険金をお支払いします。 

●この特約が付帯された保険契約において、上乗せ保険金とは、弊社が普通保険約款ならびに追加条項および他の特約に基づき

お支払いする保険金を超えて、不同沈下上乗せ特約の規定に基づきお支払いする保険金をいい、次の算式によって算出しま

す。 

不同沈下上乗せ特約の規定に基づき 

算出した保険金の額 
－ 

不同沈下上乗せ特約が付帯されない 

ものとして算出した保険金の額 
＝ 上乗せ保険金の額 

 

（２）お支払いする上乗せ保険金の種類 

お支払いする上乗せ保険金の種類は、次のとおりです。ただし、弊社の承認を得て支出した費用等に限ります。 

上乗せ保険金の種類 内容 

修補費用・損害賠償保険金(※) 

不同沈下事故につき住宅事業者が支出した次の費用または損害賠償金 

ただし、実際に修補を行った場合に要する直接費用を限度とします。 

ア. 保険対象住宅を修補するために必要な材料費、労務費、その他の直接修補に要した費用 

イ. 保険対象住宅の代替として引き渡した住宅に要した費用 

ウ. 代金減額や契約解除により住宅取得者に返還した代金または報酬 

エ. 損害賠償金 

オ. 契約解除に伴う原状回復義務により支出した費用 

争訟費用保険金 
不同沈下事故に係る瑕疵担保責任に関する解決のため住宅事業者が支出した訴訟、裁判上の和解、調停、仲

裁、示談に要した費用 

求償権保全費用保険金 
不同沈下事故につき被保険者が第三者に対して損害賠償その他の請求権を有する場合に、その権利の保全ま

たは行使について必要な手続きを行うために要した費用 

事故調査費用保険金 

不同沈下事故が発生したことにより住宅の修補が必要となる場合に、次の事項を確定するために要した調査

費用（事故が発生した原因を調査するための費用を除きます｡） 

〇補修が必要な範囲 〇修補の方法 〇修補の金額 

仮住まい費用保険金 
不同沈下事故に係る住宅の修補期間中に転居を余儀なくされた住宅取得者から請求を受けたことにより支

出した宿泊費用、住居賃借費用、転居費用 

事故原因調査費用保険金 
不同沈下事故が発生したことにより住宅の修補が必要となる場合に、不同沈下事故が発生した原因の調査に

要した費用 

Ⅰ 不同沈下上乗せ特約 

１．補償内容について 
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（１）支払限度額 

①１住戸当たりの支払限度額 

不同沈下事故について１住戸につき保険期間を通じてお支払いする保険金は、お支払いするすべての保険金（不同沈下事故以

外の事故でお支払いする保険金を含みます。）を合算して次の額を限度とします。 

 戸建住宅 共同住宅 

1 住戸当たりの支払限度額 5,000 万円 3,000 万円 

 

 

 

次の保険金の 1 事故当たりの限度額は、「1 住戸当たりの支払限度額」の内枠でそれぞれ記載の額とします。 

事故調査費用保険金 

＋ 

事故原因調査費用保険金 

１住戸につき、200 万円を限度に、実額をお支払

いします。 

１住棟につき、200 万円を限度に、実額をお支払

いします。 

仮住まい費用保険金 1 住戸につき、50 万円を限度に、実額をお支払いします。（主契約と同様です。） 

 

②上乗せ保険金には、上記①の支払限度額以外に、１被保険者当たりの支払限度額および事業年度の支払限度額があり、それぞ

れ次のとおりです。 

項目 支払限度額 

保険期間中支払限度額 
住宅あんしん保証が同一事業年度（※）に締結したすべてのあんしん住宅瑕疵保険契約により保険期

間を通じて支払われる上乗せ保険金を通算して、20 億円を限度とします。 

同一事業年度支払限度額 

同一事業年度（※）に住宅あんしん保証に対して報告がなされたすべての事故に対して支払われる上

乗せ保険金は、住宅あんしん保証が締結したすべてのあんしん住宅瑕疵保険契約により支払われる上

乗せ保険金を通算して、20 億円を限度とします。 

１被保険者あたりの支払限度額 

同一事業年度（※）に当該被保険者と住宅あんしん保証との間で締結したこの特約が付帯されたすべ

てのあんしん住宅瑕疵保険契約の不同沈下事故に係る支払限度額の総合計額の 10％または１億円の

いずれか高い額を限度とします。 

※同一事業年度とは、４月１日から１年の間をいいます。 

 

（２）免責金額および縮小てん補割合 

●不同沈下事故については縮小てん補割合を適用しません。 

●この保険契約では、免責金額が次のとおり設定されています。 

保険金の種類 
免責金額 

戸建住宅 共同住宅 

修補費用・損害賠償保険金 
1 回の事故につき、1 住戸あたり 10 万円 1 回の事故につき、1 住棟あたり 10 万円 

争訟費用保険金 

求償権保全費用保険金 

適用なし 
事故調査費用保険金 

仮住まい費用保険金 

事故原因調査費用保険金 

 

（３）支払保険金の計算式 

不同沈下事故については、支払限度額を限度として、次の式により算出された額を保険金としてお支払いします。 
 

（修補費用・損害賠償保険金＋争訟費用保険金－免責金額）＋ 
●求償権保全費用保険金 

●仮住まい費用保険金 

●事故調査費用保険金 

●事故原因調査費用保険金 
 

 
 

○ 共同住宅の共用部分（区分所有されない共同住宅にあっては、共用部分に相当する部分）に生じた不同沈下事故による損害に対してお支払いす

る保険金は、保険の対象となる損害の額（専有部分に生じた損害を除きます。）に対し、住棟全体の専有部分（区分所有されない共同住宅にあ

っては、専有部分に相当する部分）の床面積に対する保険対象住宅の専有部分の床面積の割合を乗じた額をお支払いします。 

 

（４）上乗せ保険金のお支払い例 

不同沈下事故に係る損害額が 1,000 万円の場合に被保険者に対してお支払いする修補費用・損害賠償保険金は、次のとおりで

す。 

①主契約による保険金支払額  （ 1,000 万円 － 10 万円 ）× 80% ＝ 792 万円 

②上乗せ保険金支払額     （ 1,000 万円 － 10 万円 ）－ 792 万円 ＝ 198 万円 

③保険金支払額の合計       792 万円 ＋ 198 万円 ＝ 990 万円 

 

２．引受条件（支払限度額等）について 
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被保険者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵担保責任を履行しない場合、被保険者の故意・重過失により生

じた損害については、主契約の範囲で保険金をお支払いします。（この特約は適用されません。） 

 

 

この特約を付帯する場合は、追加保険料等をお支払いいただきます。詳細につきましては、取次店または弊社までお問い合わ

せください。 

 

 

 

  

この特約は、構造耐力上主要な部分の瑕疵に起因して、保険対象住宅が請負契約または売買契約においてあらかじめ約定して

いた耐震等級性能を満たさない場合に保険金をお支払いする特約で、保険契約者の希望により任意に付帯することができます。 

特約を付帯することが可能な住宅は、戸建住宅または小規模共同住宅（地階を含む階数が3以下かつ延床面積が500㎡未満の

共同住宅）であって耐震等級が２以上のものに限ります。 

※共同住宅は全戸付保する必要があります。 

 

 

この特約が付帯された保険契約においては、対象住宅が構造耐力上主要な部分の瑕疵に起因して対象住宅の耐震等級性能（た

だし、対象住宅に関する請負契約または売買契約において当該耐震等級性能を満たすことがあらかじめ約定されていたものに限

ります。以下同様とします。）を満たさない場合に保険金をお支払いします。なお、対象住宅が建築基準法相当（耐震等級１）

の耐力性能を満たさない場合は、主契約にて保険金をお支払いします。詳細は、普通保険約款および「耐震等級性能未達補償特

約」をご参照ください。 

 

 

被保険者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵担保責任を履行しない場合、被保険者の故意・重過失により生

じた損害については、主契約の範囲で保険金をお支払いします。（この特約は適用されません。） 

 

 

●保険期間中支払限度額および同一事業年度支払限度額のうち巨額な損害に係る部分については、主契約の範囲で保険金をお支

払いします。（この特約は適用されません。） 

●対象住宅の引渡し後に耐震性能の評価の前提となる基準等が改定された場合は、改定後の基準等によらず、適用時の基準等に

基づき判断します。 

●この特約を付帯する場合は、追加保険料をお支払いいただきます。詳細につきましては、取次店または弊社までお問い合わせ

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．故意・重過失の場合における取扱い 

４．特約保険料等 

Ⅱ 耐震等級性能未達補償特約 

１．保険金をお支払いする場合 

2．故意・重過失の場合における取扱い 

3．ご注意事項 
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この特約は、保険対象住宅が原発注者等（※1）から転得者（※２）に譲渡された場合に、住宅事業者が転得者に対して交付し

た弊社所定の保証書に基づいて負担する責任を履行することによって被る損害を補償します。本特約は、住宅事業者の希望によ

り任意に付帯することができます。なお、この特約を付帯することによる追加保険料はありません。 
※1 原発注者等とは、住宅取得者と保険対象住宅に関する請負契約または売買契約を締結した者をいいます。 

※2 転得者とは、売買等により原発注者等から保険対象住宅を特定承継した者（その特定承継人も含みます。）であって、保険対象住宅を現に所有する者をいいます。 

 

 

この特約が付帯された保険契約においては、保険対象住

宅に事故（※）が発生した場合、住宅事業者が転得者に対

して交付した保証書に基づく瑕疵担保責任と同等の責任

（弊社所定の保証書に定める範囲の責任に限ります。以下

「保証責任」といいます。）を負担することによって被る

損害について保険金をお支払いします。 

また、保険対象住宅に事故が発生した場合において、住

宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもな

お瑕疵担保責任または保証責任を履行しないときは、弊社

は、転得者の請求により、保証責任を負担すべきであった

損害の範囲内で、転得者に対して直接保険金をお支払いし

ます。 
※主契約において補償される事故と同様です。 

 

●転得者に対する責任についての保険期間は、当該転得者

への引渡日に始まります。 

●転得者に対する責任についての保険期間は、主契約の保

険期間が満了する日に終わります。ただし、転得者が保

険対象住宅を第三者に譲渡した場合は、その時点をもっ

て、当該転得者に対する責任が終わります。 

保険の仕組み 

住宅事業者
＜保険契約者・被保険者＞

保険対象住宅の

転得者

①保証書交付

④修補等請求

⑥修補等

住宅あんしん保証

⑤
保
険
金
請
求

⑦
保
険
金
支
払

⑧
保
険
金
直
接
請
求

（
住
宅
事
業
者
倒
産
等
時
）

（
住
宅
事
業
者
倒
産
等
時
）

⑨
保
険
金
直
接
支
払

瑕疵

発
行
申
請

②
転
得
者
証
明
書

③
転
得
者
証
明
書
交
付

 
①住宅事業者が転得者に対して保証書を交付し、保険対象住宅における瑕疵担保責任

と同等の責任を負担することを保証します。 

②住宅事業者が、転得者証明書発行申請（転得者の通知）を行います。 

③弊社が転得者に対して転得者証明書を交付します。 

④保険期間中に事故が発生した場合、転得者は、保証書に基づき、住宅事業者に対し

て修補等の請求を行います。 

⑤住宅事業者は、保証書に基づき、修補等について検討し、保険金をお支払いできる

事由に該当する場合には、弊社に保険金の請求を行います。 

⑥住宅事業者が修補等を行います。 

⑦弊社は、住宅事業者が修補等を実施した後、住宅事業者に保険金をお支払いします。 

⑧住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵担保責任と同等

の責任を履行しない場合で、保険金をお支払いできる事由に該当するときは、転得

者は、弊社に直接保険金の請求を行います。 

⑨その場合、転得者は弊社より直接保険金の支払いを受けることができます。 

  

 

保険対象住宅に事故が発生した場合において、住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵担保責任また

は保証責任を履行しない場合に弊社が原発注者等または転得者に対してお支払いする保険金は、すべての原発注者等および転得

者に対してお支払いする保険金を合算して、「あんしん住宅瑕疵保険 契約内容のご案内」の「４ 保険契約申込前におけるご確

認事項(7)支払限度額」に記載する額を限度とします。 

 

 

●住宅事業者が転得者証明書発行申請書を弊社に提出した場合は、その後、この特約の適用について、原発注者等の承諾があっ

たものとみなします。 

●住宅事業者が転得者証明書発行の手続を怠った場合において、対象住宅が転得者に引き渡された時から手続をするまでの間に

発見された事故による損害については、保険金を支払いません。 

●この特約が付帯された保険契約の被保険者が複数いる場合は、すべての被保険者（転得者が引渡しを受ける時に倒産等してい

る者を除きます。）が転得者に対して瑕疵担保責任と同等の責任を保証するものとします 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．保険期間について 

１．保険金をお支払いする場合について 

Ⅲ 転売に関する特約 

３．支払限度額について 

４．ご注意事項 
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この特約は、ＪＶ参加全事業者（※）を被保険者とする特約で、共同企業体（ジョイントベンチャー）を構成する住宅事業者

が連名で加入する保険契約に自動的に付帯されます。なお、この特約を付帯することによる追加保険料はありません。この特約

が付帯される場合の取扱いについては、別紙「ＪＶ・分離発注方式の取扱い」にてご確認ください。 
※ 共同企業体（ジョイントベンチャー）を構成する保険証券記載のすべての住宅事業者をいいます。なお、共同企業体を構成する各住宅事業者は、連帯して、住宅

取得者に対して瑕疵担保責任を負担します。 

 

 

保険対象住宅に事故（※）が発生した場合、共同企業体を構成するすべての住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過

してもなお瑕疵担保責任を履行しない場合に限り、弊社は、住宅事業者が瑕疵担保責任を負担すべきであった損害の範囲内で、

住宅取得者に対して直接保険金をお支払いします。（図１） 

なお、ＪＶ参加全事業者のいずれかの住宅事業者が業務を継続している場合は、住宅事業者に保険金をお支払いします。（図２） 

※主契約において補償される事故と同様です。 

 

（例） 共同企業体を２社で構成するＡ社、Ｂ社双方が倒産等に
より瑕疵の修補等が行われない場合

（例） Ａ社は倒産しているが、Ｂ社は業務を継続している場合

共同企業体
＜保険契約者・被保険者＞

住宅取得者

住宅あんしん保証

保険金

直接請求

保険金

直接支払

瑕疵

Ａ社

倒産

Ｂ社

倒産

共同企業体
＜保険契約者・被保険者＞

住宅取得者
修補等請求

修補等

住宅あんしん保証

保険金

請求

保険金

支払

瑕疵
Ａ社

倒産
Ｂ社

図１ 図２

 

 

 

●ＪＶ参加全事業者は、ＪＶ参加全事業者の中から事務幹事会社を選定し、弊社に書面で通知しなければなりません。 

●事務幹事会社は、ＪＶ参加全事業者のために次に掲げる事項を行います。なお、事務幹事会社が行った事項は、ＪＶ参加全事

業者がこれを行ったものとみなします。 

①保険契約申込書の作成 

②保険料等の納付 

③保険対象住宅の現場検査に係る検査日程調整等の手続 

④保険契約上の規定に基づく告知または通知 

⑤保険契約の内容の変更または保険契約の解除に係る保険契約内容変更通知書の作成 

⑥事故発生もしくは損害発生の通知または保険金請求に関する書類等の作成 

⑦当会社が有する権利の保全に係る手続 

⑧その他上記の事務または業務に付随する事項 

●この特約が付帯された保険契約に関して弊社が事務幹事会社に対して行った通知その他の行為は、ＪＶ参加全事業者に対して

行ったものとみなします。 

 

  

１．保険金をお支払いする場合について 

２．ご注意事項 

Ⅳ 共同企業体（ジョイントベンチャー）に関する特約 
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この特約は、保険連名加入事業者（※）を被保険者とする特約で、住宅事業者が連名で加入する保険契約（共同企業体を含む分

離発注に関する特約が付帯される保険契約を除きます。）に自動的に付帯されます。なお、この特約を付帯することによる追加

保険料はありません。この特約が付帯される場合の取扱いについては、別紙「ＪＶ・分離発注方式の取扱い」にてご確認くださ

い。 
※ 分離発注方式により住宅を供給する保険証券記載のすべての住宅事業者をいいます。なお、住宅取得者と請負契約を締結する住宅事業者は、連帯することな

く単独別個に、住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負担します。 

 

 

保険対象住宅に事故（※）が発生した場合、発見された瑕疵がある部位を施工した住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間

を経過してもなお瑕疵担保責任を履行しない場合は、弊社は、住宅事業者が瑕疵担保責任を負担すべきであった損害の範囲内で、

住宅取得者に対して直接保険金をお支払いします。（図１） 

なお、発見された瑕疵がある部位を施工した住宅事業者が業務を継続している場合は、住宅事業者に保険金をお支払いします。

（図２） 

※主契約において補償される事故と同様です。 

（例） 構造躯体を施工したＡ社が倒産等により構造躯体の瑕疵
の修補等が行われない場合

（例） 構造躯体を施工したＡ社は倒産しているが、防水部分を
施工したＢ社は業務を継続している場合

住宅取得者

住宅あんしん保証

保険金

直接請求

保険金

直接支払

保険連名加入事業者
＜保険契約者・被保険者＞

住宅取得者

修補等請求

修補等

住宅あんしん保証

保険金

請求

保険金

支払

Ａ社

倒産
Ｂ社

図１ 図２
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防水部分

を施工

保険連名加入事業者
＜保険契約者・被保険者＞

Ａ社

倒産
Ｂ社

構造躯体

を施工

防水部分

を施工

構造の

瑕疵

防水の

瑕疵

 

 

 

●保険連名加入事業者は、保険連名加入事業者の中から事務幹事会社を選定し、弊社に書面で通知しなければなりません。 

●事務幹事会社は、すべての保険連名加入事業者のために次に掲げる事項を行います。なお、事務幹事会社が行った事項は、全

ての保険連名加入事業者がこれを行ったものとみなします。 

①保険契約申込書の作成 

②保険料等の納付 

③保険対象住宅の現場検査に係る検査日程調整等の手続 

④保険契約上の規定に基づく告知または通知 

⑤保険契約の内容の変更または保険契約の解除に係る保険契約内容変更通知書の作成 

⑥その他上記の事務または業務に付随する事項 

●保険連名加入事業者は、次に掲げる事項について単独別個に行います。 

①事故発生もしくは損害発生の通知または保険金請求に関する書類等の作成 

②当会社が有する権利の保全に係る手続 

③その他上記の事務または業務に付随する事項 

●この特約が付帯された保険契約に関して弊社が事務幹事会社に対して行った通知その他の行為は、すべての保険連名加入事業

者に対して行ったものとみなします。 

  

１．保険金をお支払いする場合について 

２．ご注意事項 

Ⅴ 分離発注に関する特約 
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この特約は、分離発注方式により住宅を供給する保険証券記載のすべての住宅事業者および共同企業体を構成する各住宅事業

者（以下「保険連名加入事業者」といいます。）を被保険者とする特約で、住宅事業者および共同企業体を構成する住宅事業者

が連名で加入する保険契約に自動的に付帯されます。なお、この特約を付帯することによる追加保険料はありません。 

なお、住宅取得者と請負契約を締結する住宅事業者および共同企業体は、連帯することなく単独別個に、住宅取得者に対して

瑕疵担保責任を負担しますが、共同企業体を構成する各住宅事業者は、連帯して住宅取得者に対して瑕疵担保責任を負担しま

す。 

 

 

保険対象住宅に事故（※）が発生した場合において、発見された瑕疵がある部位を施工した共同企業体を構成する住宅事業者

が瑕疵担保責任を負担するときは、共同企業体を構成するすべての住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお

瑕疵担保責任を履行しない場合に限り、弊社は、共同企業体を構成する住宅事業者が瑕疵担保責任を負担すべきであった損害の

範囲内で、住宅取得者に対して直接保険金をお支払いします。 

なお、発見された瑕疵がある部位を施工した共同企業体を構成するいずれかの住宅事業者が業務を継続している場合は、住宅

事業者に保険金をお支払いします。（図２） 

※主契約において補償される事故と同様です。 

（例） 防水部分を施工した共同企業体を構成するＢ社、Ｃ社双
方が倒産等により防水部分の瑕疵の修補等が行われない
場合

（例） 不具合のある防水部分を施工した共同企業体を構成する
Ｂ社は倒産しているが、Ｃ社は業務を継続している場合
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図１ 図２
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●保険連名加入事業者は、保険連名加入事業者の中から事務幹事会社を選定し、また、共同企業体を構成する住宅事業者の中か

ら共同企業体事務幹事会社を選定し、弊社に書面で通知しなければなりません。 

●事務幹事会社は、すべての保険連名加入事業者のために次に掲げる事項を行います。なお、事務幹事会社が行った事項は、全

ての保険連名加入事業者がこれを行ったものとみなします。 

①保険契約申込書の作成 

②保険料等の納付 

③保険対象住宅の現場検査に係る検査日程調整等の手続 

④保険契約上の規定に基づく告知または通知 

⑤保険契約の内容の変更または保険契約の解除に係る保険契約内容変更通知書の作成 

⑥その他上記の事務または業務に付随する事項 

●保険連名加入事業者は、次に掲げる事項について単独別個に行います。ただし、共同企業体の場合は、共同企業体事務幹事会

社が代表して次に掲げる事項を行うものとし、共同企業体事務幹事会社が行った事項は、当該共同企業体を構成する全ての住

宅事業者がこれを行ったものとみなします。 

①事故発生もしくは損害発生の通知または保険金請求に関する書類等の作成 

②当会社が有する権利の保全に係る手続 

③その他上記の事務または業務に付随する事項 

●この特約が付帯された保険契約に関して弊社が事務幹事会社に対して行った通知その他の行為は、すべての保険連名加入事業

者に対して行ったものとみなします。 

 

 

１．保険金をお支払いする場合について 

２．ご注意事項 

Ⅵ 共同企業体を含む分離発注に関する特約 
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●この特約は、義務化保険において、１住戸あたりの支払限度額を3,000万円、4,000万円または5,000万円とする特約です。 

●保険期間中支払限度額および同一事業年度支払限度額のうち巨額な損害に係る部分については、お支払いする保険金のうち

2,000万円を超えない部分に限り、すべての住宅瑕疵担保責任保険法人共有の限度額となり、巨額な損害に対する義務化保険

の支払状況に応じて支払限度額が変動する仕組みとなっています。詳細は弊社までお問い合わせください。 

●住宅事業者もしくは住宅事業関係者またはそれらの者と雇用契約のある者の故意または重大な過失により生じた損害につい

て、住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお瑕疵担保責任を履行しない場合にお支払いする保険金は、保

険期間を通じて１住戸あたり2,000万円を限度とします。 

●この特約を付帯する場合、追加保険料をお支払いいただきます。詳細につきましては、取次店または弊社までお問い合わせく

ださい。 

 

 

 

 

この特約は、市街地再開発組合、マンション建替組合または防災街区整備事業組合（以下「組合」といいます。）が解散した後

に、住宅事業者が権利床取得者（※）に対して特定住宅瑕疵担保責任と同等の責任を履行することによって被る損害を補償する

特約で、発注者が組合の場合に自動的に付帯されます。なお、この特約を付帯することによる追加保険料はありません。 
※ 住宅事業者が、組合から権利変換により保険対象住宅の引渡しを受けた者をいいます。 

 

 

この特約が付帯された保険契約においては、保険対象住

宅に事故（※1）が発生した場合、住宅事業者が権利床取得

者に対して保証責任（※2）を負担することによって被る損

害について保険金をお支払いします。 

また、保険対象住宅に事故が発生した場合において、住

宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもな

お保証責任（※2）を履行しない場合は、弊社は、保証責任

（※2）を負担すべきであった損害の範囲内で、権利床取得

者に対して直接保険金をお支払いします。 
※1 主契約において補償される事故と同様です。 

※2 組合との約定に基づく特定住宅瑕疵担保責任と同等の責任をいいま

す。 

 

 

●組合は、解散するまでの間にすべての権利床取得者の氏

名等を弊社に書面で通知しなければなりません。なお、

通知されるまでの間に発生し、または組合もしくは権利

床取得者が発生を知った事故による損害については、保

険金をお支払いしません。 

保険の仕組み 

住宅事業者
＜保険契約者・被保険者＞

権利床取得者①修補等請求
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払
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）

⑥
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接
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住
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事
業
者
倒
産
等
時
）

瑕疵

 
①保険期間中に事故が発生した場合、権利床取得者は、住宅事業者に対して修補等の 

請求をすることができます。 

②住宅事業者は、修補等について検討し、保険金をお支払いできる事由に該当する場

合には、弊社に保険金の請求を行います。 

③住宅事業者が修補等を行います。 

④弊社は、住宅事業者が修補等を実施した後、住宅事業者に保険金をお支払いします。 

⑤住宅事業者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお保証責任を履行しな

い場合で、保険金をお支払いできる事由に該当するときは、権利床取得者は、弊社

に直接保険金の請求を行います。 

⑥その場合、権利床取得者は弊社より直接保険金の支払いを受けることができます。 

●この特約と併せて転売に関する特約（前記Ⅱ）が付帯された場合は、住宅事業者が、組合または権利床取得者から売買等によ

り保険対象住宅を特定承継し、現に所有する者（以下「転得者」といい、その特定承継人も含みます。）に対して交付した弊

社所定の保証書に基づき負担する特定住宅瑕疵担保責任と同等の責任を履行することによって被る損害を補償します。 

  

２．ご注意事項 

１．保険金をお支払いする場合について 

Ⅶ 上乗せ保険契約に関する特約 義務化保険のみ 

Ⅶ 組合施行による市街地再開発事業等における権利変換に関する特約 義務化保険のみ 
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この特約は、市街地再開発事業、マンション建替事業または防災街区整備事業（以下「市街地再開発事業等」といいます。）の

個人施行者である宅地建物取引業者（以下「個人施行者」といいます。）が、権利床取得者に対して弊社所定の保証書に基づき負

担する責任を履行することによって被る損害を補償する特約で、住宅事業者が個人施行者の場合に自動的に付帯されます。なお、

この特約を付帯することによる追加保険料はありません。 
 

 

 

この特約が付帯された保険契約においては、保険対象住

宅に事故（※）が発生した場合、個人施行者が権利床取得

者に対して交付した保証書に基づく瑕疵担保責任と同等

の責任（弊社所定の保証書に定める範囲の責任に限りま

す。以下「保証責任」といいます。）を負担することによ

って被る損害について保険金をお支払いします。 

また、保険対象住宅に事故が発生した場合において、個

人施行者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもな

お保証責任を履行しない場合は、弊社は、個人施行者が保

証責任を負担すべきであった損害の範囲内で、権利床取得

者に対して直接保険金をお支払いします。 
※ 主契約において補償される事故と同様です。 

 

 

この特約と併せて転売に関する特約が付帯された場合

は、個人施行者が、権利床取得者から売買等により保険対

象住宅を特定承継し現に所有する者（その特定承継人を含

みます。）に対して交付した弊社所定の保証書に基づき負

担する責任を履行することによって被る損害を補償しま

す。 

保険の仕組み 

個人施行者
＜保険契約者・被保険者＞

権利床取得者
②保証書交付

③修補等請求

⑤修補等
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④
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金
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払

⑦
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接
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）

⑧
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払
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）

瑕疵

①
保
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①個人施行者が、保険料等を支払います。 

②個人施行者が権利床取得者に対して保証書を交付し、保険対象住宅における瑕疵担

保責任と同等の責任を負担することを保証します。 

③保険期間中に事故が発生した場合、権利床取得者は、保証書に基づき、個人施行者

に対して修補等の請求をすることができます。 

④個人施行者は、保証書に基づき、修補等について検討し、保険金をお支払いできる

事由に該当する場合には、弊社に保険金の請求を行います。 

⑤個人施行者が修補等を行います。 

⑥弊社は、個人施行者が修補等を実施した後、個人施行者に保険金をお支払いします。 

⑦個人施行者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお保証責任を履行しな

い場合で、保険金をお支払いできる事由に該当するときは、権利床取得者は、弊社

に直接保険金の請求を行います。 

⑧その場合、権利床取得者は弊社より直接保険金の支払いを受けることができます。 

 

 

  

２．ご注意事項 

１．保険金をお支払いする場合について 

Ⅷ 個人施行による市街地再開発事業等における権利変換に関する特約 任意保険のみ 
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この特約は、信託契約の委託者※1たる宅地建物取引業者（以下「委託者」といいます。）が、受託者※2たる信託会社※3に対して

弊社所定の保証書に基づき負担する責任を履行することによって被る損害を補償する特約で、委託者の希望により付帯すること

ができます。なお、この特約を付帯することによる追加保険料はありません。 
※1 信託法（平成18年法律第108号）第２条第４項の委託者をいいます。 

※2 信託法第２条第５項の受託者をいいます。 

※3 信託業法第２条第２項の信託会社をいいます。 

 

 

 

この特約が付帯された保険契約において保険対象住宅に事故※が発生した場合、委託者が信託会社に対して交付した保証書に基

づく瑕疵担保責任と同等の責任（弊社所定の保証書に定める範囲の責任に限ります。以下「保証責任」といいます。）を負担する

ことによって被る損害について保険金をお支払いします。 

また、保険対象住宅に事故が発生した場合において、委託者が倒産等の場合など相当の期間を経過してもなお保証責任を履行

しない場合は、弊社は、委託者が保証責任を負担すべきであった損害の範囲内で、信託会社に対して直接保険金をお支払いしま

す。 
※ 普通保険約款により保険金のお支払対象となる事故と同様です。 

 

 

 

●その全部か一部かを問わず、保険対象住宅を委託者自らが建築する場合に、この特約を付帯することができません。（委託者

が建設業者と請負契約を締結して建築した住宅のみ、保険対象住宅とすることができます。） 

●この特約を付帯する保険契約では、次に掲げる特約を付帯することができません。 

・転売に関する特約   ・分離発注に関する特約   ・共同企業体（ジョイントベンチャー）に関する特約 

・個人施行による市街地再開発事業等における権利変換に関する特約 
 

●信託契約が終了した場合（委託者が当該契約上の地位を喪失した場合を含みます。）に保険契約は失効し、それ以降に発見さ

れた事故は保険金支払の対象となりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】  

この保険に関する一般的なお問い合わせ・相談等や、保険事故が

発生した場合については、取次店または弊社にご連絡ください。 

 
取次店（お問い合わせ先）： 

 

株式会社住宅あんしん保証 
〔一般的なお問い合わせ・ご相談〕 

 電話番号：03-3562-8122（受付時間：月～金 9：00～17：30） 

〔お客様相談室〕 

 電話番号：03-6824-9095（受付時間：月～金 9：00～17：30） 

〔事故の受付窓口〕 

 電話番号：03-3562-8121（受付時間：月～金 9：00～17：30） 

 

 K-902-2507-6 

１．保険金をお支払いする場合について 

２．ご注意事項 

Ⅹ 信託契約に関する特約 任意保険のみ 


